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 我が国の人口は、２００８年（１．２８億人）をピークに減少。大都市部を中心に高齢化が急ピッチで進行。

２０４０年頃には総人口は毎年１００万人近く減少。

→ 自治体の税収や行政需要に極めて大きな影響を与える。

 医療、福祉、インフラ、空間管理など、住民サービスの多くは地方自治体が支えている。

地方自治体が持続可能な形で住民サービスを提供し続けることが、「住民の暮らし」や「地域経済」を守るために不可欠。

さらには、我が国が国際社会において「名誉ある地位」を占め続けるためにも必要。

高齢者人口がピークを迎える２０４０年頃（２０４２年に３，９３５万人）をターゲットに、
① 住民生活に不可欠な行政サービスがどのような課題を抱えていくことになるのか、
② その上で、住み働き、新たな価値を生み出す場である、都市をはじめとする自治体の多様性をどのように高めていくのか、

③ ①、②のために、どのような行政経営改革、圏域マネジメントを行う必要があるのか、
検討を進める必要がある。

自治体戦略２０４０構想研究会について

２０４０年頃をターゲットに人口構造の変化に対応した自治体行政のあり方の検討が必要

日本の変化（2015→2040）

 人口はアジア、アフリカを中心に18億人増加
世界の人口：74億人→92億人（うちアジア7億人、アフリカ9億人）
アジアの人口：印+3億、パキスタン+0.9億、インドネシア+0.5億、中+0.2億

 人口は都市部へ集中。都市の時代に
世界の都市人口：40億→57億、印＋2.8億、中＋2.6億、インドネシア＋0.7億

 東アジア諸国を中心に高齢化が進展
合計特殊出生率(2015)：日1.45、タイ1.4、韓1.24、台湾1.18

 世界経済の中心は欧米からアジアへ
GDPシェア（2010→2030）：米24→20、欧17→12、中16→24、印6→10、日7→4

世界の変化（2015→2040）

 人口は0.16億人減少し、1.11億人に

 団塊ジュニア世代が高齢者となり、高齢者人口がピーク
65歳以上人口 ： 3,387万人 → 3,921万人 （+534万人（+16％））
75歳以上人口 : 1,632万人 → 2,239万人 （+607万人（+37％））

 三大都市圏で特に高齢化が急速に進行。
東京都も2025年をピークに人口減少に転じる。
65歳以上人口： 東京都 307万人 → 400万人（+93万人(+30％)）

大阪府 232万人 → 265万人（+33万人（+14％））
愛知県 178万人 → 224万人（+46万人（+26％））

 生産年齢人口減少により労働力確保が課題
生産年齢人口：7,728万人→ 5,978万人（▲1,750万人）

持続可能で多様な自治体による行政の展開が、我が国のレジリエンス（強靱性）向上につながる。
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各行政
分野の
課題
（例）

子育て
• 男性も女性も働くことを前提と
した保育の受け皿に未対応

• 保育ニーズには地域差

教育
• 学校施設の老朽化と更新
• 小規模校・廃校の発生
• 地方圏での高等教育を受ける
機会の喪失

医療・介護
• 東京圏（一都三県）を中心に、
高齢者が増加（特に85歳以上）

• 介護人材の需給ギャップ拡大
• 一人暮らし高齢者が増加。地
域や家族がセーフティネットと
して機能しにくい状況に

• 疾病構造の変化や高齢化に
対応した医療提供体制が必要

インフラ・公共施設
• 老朽化したインフラ・公共施設
が増加。更新需要が増大

• 管理・更新の体制確保

公共交通
• 移動手段の確保が必要な高
齢者が増加

• 地域交通事業者の経営悪化

空間管理
• 都市のスポンジ化やＤＩＤ（人口
集中地区）の低密度化が進行

• 中山間地域では集落機能の
維持が困難になる場合も

治安・防災
• 首都直下地震発生時には23
区で避難所の収容力が不足

労働・産業
・テクノロジー

• 2040年にかけて生産年齢人口
の減少が加速

• 就職氷河期世代に就業意欲が
ある長期失業者・無業者が多い

• 地方圏には労働集約型サー
ビス業が多く、生産性が低い

• ロボット、ＡＩ等と共存・協調が必要

研究会での今後の検討の方向性

○個々の市町村が行政のフルセット主義を排し、圏域単位
で、あるいは圏域を越えた都市・地方の自治体間で、有
機的に連携することが必要

○都道府県・市町村の二層制を柔軟化し、それぞれの地域
に応じた行政の共通基盤の構築を進めていくことも必要

○医療・介護ニーズの急増や首都直下地震への対応など、
東京圏全体のサービス供給体制の構築が必要

○公・共・私のベストミックスによる社会課題の解決が求め
られる。活躍の場が必要な人々が多様な働き方ができる
受け皿を作り出す方策について検討が必要

○自治体の業務プロセスやシステムは、大胆に標準化・共
同化し、ＩＣＴの活用を前提とした自治体行政の展開が必
要

2040年頃にかけて迫り来る我が国の内政上の危機

１．若者を吸収しながら老いていく東京圏と支え手を失う地方圏
○ 人口ボーナスを享受してきた三大都市圏は急激な高齢化局面に突入
○ 東京圏は入院・介護ニーズの増加率が全国で最も高い。医療介護人材が地方から流出のおそれ
○ 東京圏には子育ての負担感につながる構造的要因が存在し、少子化に歯止めがかからないおそれ
○ 地方圏では東京からのサービス移入に伴う資金流出が常態化

２．標準的な人生設計の消滅による雇用・教育の機能不全
○ 世帯主が雇用者として生活給を得る従来の世帯主雇用モデルがもはや標準的とはいえない
○ 就職氷河期世代で経済的に自立できない人々がそのまま高齢化すれば社会のリスクになりかねない
○ 若者の労働力は希少化 ○教育の質の低下が、技術立国として、国際競争での遅れにつながるおそれ

３．スポンジ化する都市と朽ち果てるインフラ
○ 多くの都市で「都市のスポンジ化」が顕在化。放置すれば加速度的に都市の衰退を招くおそれ
○ 高度経済成長期以降に整備されたインフラが老朽化し、更新投資が増加
○ 東京圏では都心居住が進むが、過度の集中は首都直下地震発生時のリスクに

（ＩＣＴ、ロボット、生命科学等）
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自治体戦略２０４０構想研究会 第一次報告（平成30年4月26日公表）のポイント

○ 我が国は既に人口減少局面。人口増加モデルの総決算を行い、新しい社会経済モデルの検討が必要。
○ このため、人口減少が深刻化し、高齢者人口がピークを迎える2040年頃の姿からバックキャスティングに（逆算する形で）

課題を整理。第一次報告は、このまま放置すれば2040年頃にかけて迫り来る3つの「内政上の危機」を提示。
○ 今後、自治体と各府省の施策（いわばアプリケーション）がうまく機能するよう、ＯＳである自治体行政の書き換えにつ

いて検討予定。
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